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ＪＲ北海道に対する地域支援について（案）

＜北海道からの提案＞

「ＪＲ北海道の事業範囲の見直しに係る関係者会議」は、国と地域

が行う維持困難線区における支援の方向性について、次のとおり確認

する。

記

１ 国と地域は、ＪＲ北海道に対する地域としての支援に関し、道民

理解が得られるよう、引き続き、課題について議論を継続する。

２ 地域は、維持困難線区を持続的に維持していくための仕組み等に

ついて検討を行う場を設置し、国などの協力を得ながら、平成３３

年の法改正も視野に、検討・協議を行う。

３ 国は、ＪＲ北海道及び地域の関係者の取組の着実な進展を前提と

して、平成３３年度以降の国の支援を継続するため、所要の法律案

を国会に提出することを検討する。

４ 地域は、ＪＲ北海道の極めて厳しい経営状況を踏まえ、平成３１

年度及び３２年度において、維持困難線区における定時性や利便性、

快適性の向上などの利用促進に資する緊急的かつ臨時的な支援を行

うべく、速やかに協議を行う。

以上


